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＜金を売却した時の税金＞ 

ＦＰネットワーク神奈川会員 稲川純 

 

金の国内小売価格が最高値を更新したというニュースをよく聞きます。金の国内価格は2000

年以降値上がりを続け、2024 年 10 月には 1 万 4000 円を超えました。こうした金価格の高

騰により、金投資で利益を出した方もいらっしゃると思いますが、意外に知られていないの

が税金の取り扱いです。今回は一般の方が金投資で利益が出た時の税金について説明します。 

 

■金ＥＴＦなど売却時の税金 

金ＥＴＦなど金価格への連動を目指して運用される投資信託で利益が出た場合、税金の取り

扱いは通常の投資信託と同じ申告分離課税で、20.315％の税金がかかります。 

 

原則として確定申告は必要ですが、金融機関の口座のうち「特定口座（源泉徴収あり）」を

利用した場合は、利益が出ると金融機関が税金を計算して自動的に納めてくれるため、確定

申告は不要です。 

 

■金地金売却時の税金 

一方、金地金を売ったときの所得は、原則、譲渡所得として給与所得など他の所得と合わせ

て総合課税の対象となります。この譲渡所得金額の計算方法は、所有期間に応じて次のとお

りです。 

 

(1) 所有期間が 5年以内のもの（総合課税の短期譲渡所得） 

課税短期譲渡所得＝売却金額－購入価格－譲渡費用－特別控除（50万円） 

(2) 所有期間が 5年を超えるもの（総合課税の長期譲渡所得） 

課税長期譲渡所得＝｛売却金額－購入価格－譲渡費用－特別控除（50万円）｝×1/2 

 

また、（1）と（2）の両方の譲渡益がある場合には、特別控除額は両方合せて 50万円が限度

で、（1）の譲渡益から先に控除します。また金以外の譲渡所得がある場合も合計 50 万円が

限度です。 
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例えば、購入価格が 250万円、売却価格が 400万円の場合、所有期間により 

・短期譲渡所得の場合 

400万円－250万円－50万円＝100万円 

・長期譲渡所得の場合 

（400万円－250万円－50万円）×1/2＝50万円 

が総合課税の対象となります。 

 

実際の税金は、金の譲渡所得の他に給与所得などの所得がある場合、すべての所得の合計金

額により税率が決まります。所得税は所得金額に応じて 5％から 45％、住民税は一律 10％

です。 

 

なお、継続的に営利目的として金の売買をしている場合の所得は、事業所得または雑所得に

なります。 

 

■売却益が 50万円を超えた時は確定申告が必要 

金の売却で年間 50万円以上の売却益がでた場合、翌年の 3月 15日までに確定申告が必要と

なり、所得税を納める必要があります。 

 

個人が金を売却した場合、１回の売却により 200 万円を超える譲渡代金を受け取った場合

は、「金地金等の譲渡の対価の支払調書」という書類が買取業者から税務署へ提出されます。

このため申告が漏れていると税務署より指摘を受け、ペナルティを課される可能性がありま

す。 

 

投資をする時にはどのくらい利益が出るかに意識が向かいがちですが、利益が出た後の税金

の取り扱い方にも注意が必要です。確定申告が必要になるかどうかについて確認しておきま

しょう。不明な点がある場合は、所轄の税務署や税理士に相談してみることが重要です。 

 

 

（参考）国税庁タックスアンサー 

https://www.nta.go.jp/taxes/shiraberu/taxanswer/joto/3161.htm 

https://www.nta.go.jp/taxes/shiraberu/taxanswer/joto/3161.htm

